
令和４年度市町村等公営企業決算の状況 

※「地方公営企業決算状況調査」より 

ⅠⅠ  総総  論論  

 

１ 概 要 

 

(1) 事業数 

 

令和４年度における市町村及び市町村の一部事務組合（企業団）が経営する地方公営企業（以下「市

町村公営企業」という。）は全体で１７６事業（地方公営企業法適用１２６事業、法非適用５０事業）

で、前年度に比べ２事業（１．１％）増加している。 

これを事業別にみると、下水道事業が８３事業で最も多く全体の４７．２％を占め、以下、上水道

事業が３３事業で１８．８％、病院事業が１８事業で１０．２％の順となっている。 

 

 

第１表 地方公営企業の事業数の推移 

（単位：事業、％） 

年　　度

H30 R1 R2 R3 R4 法 適 用 法非適用 (2)-(1) ((3)/(1))

事　　業 (1) (2) 事 業 事 業 (3) ×100

上 水 道 33 33 33 33 33 33 0 18.8 0 0.0

簡 易 水 道 3 3 3 3 3 2 1 1.7 0 0.0

工 業 用 水 道 1 1 1 1 1 1 0 0.6 0 0.0

交 通 3 3 3 3 3 2 1 1.7 0 0.0

電 気 - - - - - - - - - -

ガ ス 2 2 2 2 2 2 0 1.1 0 0.0

病 院 18 18 18 18 18 18 0 10.2 0 0.0

市 場 7 7 7 7 7 0 7 4.0 0 0.0

観 光 施 設 4 4 4 4 4 0 4 2.3 0 0.0

宅 地 造 成 14 12 12 11 13 0 13 7.4 2 18.2

下 水 道 83 83 83 83 83 61 22 47.2 0 0.0

駐 車 場 整 備 3 2 2 2 2 0 2 1.1 0 0.0

介 護 サ ー ビ ス 6 6 6 6 6 6 0 3.4 0 0.0

そ の 他 1 1 1 1 1 1 0 0.6 0 0.0

計 178 175 175 174 176 126 50 100.0 2 1.1

(2)の内訳
(2)の
構成比

対前年度比較
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事業　

区分

市町村

　等名

1 仙台市 ☆ ☆☆ ☆ ☆ ◎ ◎ ◎ ◎ ② ② ③ ◎ 13

2 石巻市 △ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ② 7 病院事業は１事業２施設

3 塩竈市 ☆ ○ ☆ ◎ ◎ ① 6

4 気仙沼市 ☆ ☆ ☆ ☆ ◎ ◎ ◎ ◎ ① ① 10
病院事業は１事業２施設
簡易水道事業（法適用）は上水道事業と別会計

5 白石市 ☆ △ ☆ ☆ 3

6 名取市 ☆ ◎ ◎ ① 4

7 角田市 ☆ △ ☆ ☆ ① 4

8 多賀城市 ☆ ☆ 2

9 岩沼市 ☆ ☆☆ ☆ ① 5

10 登米市 ☆ ☆ ☆ ☆ ☆ ☆ ☆ ② ☆ 9 病院事業は１事業３施設

11 栗原市 ☆ ☆ ☆ ☆ ☆ ☆ ☆ 7 病院事業は１事業３施設

12 東松島市 △ ◎ ◎ ◎ ① 4

13 大崎市 ☆ ☆ ☆ ☆ ☆ ☆ ② 7 病院事業は１事業４施設

14 富谷市 ☆ △ ◎ △ 2

12 1 3 2 7 15 6 11 4 2 5 4 1 7 1 1 1 83

15 蔵王町 ☆ ☆ ◎△ ☆ 4 簡易水道事業（法適用）は上水道事業と同一会計

16 七ヶ宿町 ○ △ ○ 2

17 大河原町 ☆ △ ☆ ① 3

18 村田町 ☆ ☆ △ ☆ ☆ ① 5

19 柴田町 ☆ △ ☆ 2

20 川崎町 ☆ ◎ ○ ① 4

21 丸森町 ☆ ◎ ○ ○ ② 5

22 亘理町 ☆ ☆ ① ① 4

23 山元町 ☆ ☆ ☆ 3

24 松島町 ☆ ○ ② 3

25 七ヶ浜町 ☆ ○ 2

26 利府町 ☆ ☆ 2

27 大和町 ☆ △ ☆ ☆ ☆ ① △ 5

28 大郷町 ☆ △ ○ ○ ○ ③ △ 5

29 大衡村 ☆ △ ○ ○ △ 3

30 色麻町 ☆ △ ○ ○ ○ ○ ① △ 6

31 加美町 ☆ △ ○ ○ ○ ○ ② △ 6

32 涌谷町 ☆ ☆ ◎ ◎ ☆☆ 6

33 美里町 ☆ ◎ ◎ ◎ 4

34 女川町 ☆ ◎ ☆ ☆ ① 5 病院事業はH24から想定企業会計

35 南三陸町 ☆ ◎ ○ ○ ○ ① ◎ 7 公共下水道事業はR2から想定企業会計

20 2 1 7 15 8 8 1 1 1 6 3 3 6 1 3 86

32 3 1 3 2 14 30 14 19 5 1 3 11 7 4 13 2 4 1 169

K1
白石市外
二町組合

◎ 1

K2
黒川地域
行政事務組合

◎ ◎ 2

K3
石巻地方広域
水道企業団

☆ 1

K4
加美郡保健医療
福祉行政組合

◎ ◎ 2

K5
みやぎ県南中核
病院企業団

☆ 1

1 4 2 7

33 3 1 3 2 18 30 14 19 5 1 3 11 7 4 13 2 6 1 176

【適用別（仙台市含む）】
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法適用計 33 2 1 2 2 18 24 8 16 4 2 7 6 1 126

法非適用計 1 1 6 6 3 1 1 1 4 7 4 13 2 50

計 33 3 1 3 2 18 30 14 19 5 1 3 11 7 4 13 2 6 1 176
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法適用計 32 2 1 1 17 23 7 15 4 2 6 6 116

法非適用計 1 1 6 6 3 1 1 1 4 6 4 12 1 47

計 32 3 1 1 1 17 29 13 18 5 1 3 10 6 4 12 1 6 163

【対前年度比（仙台市含む）】
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【凡 例】
☆…法全部適用事業

◎…法一部適用事業

○…法非適用事業

△…一部事務組合参加事業

※○内の数字は施設数。
※宅地造成事業の○内の数字は造成地区数
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■事業数の増減

【宅地造成】

　［その他造成］２事業増　※法非適用事業

《なし》 《１事業》
→ 角田市 　(R4年4月1日から開始）

《なし》 《１事業》
→ 大和町 　(R4年9月14日から開始）
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(2) 決算規模 

 

令和４年度の市町村公営企業の決算規模は４，１１６億６８百万円で、前年度に比べ１６５億

３３百万円（４．２％）増加している。通常分の決算規模は３，７２８億６４百万円で、前年度に比

べ１４６億６２百万円（４．１％）増加している。 

これを事業別にみると、下水道事業が１，３６４億１２百万円で最も大きく全体の３３．１％を占

め、以下、病院事業が１，１０４億円で２６．８％、上水道事業が７５４億４９百万円で１８．３％、

ガス事業が４４３億３２百万円で１０．８％、交通事業が３３６億４２百万円で８．２％の順となっ

ており、この５事業で全体の９７．２％を占めている。 

前年度に比べ決算規模が増加した主な事業は、ガス事業が１１０億６０百万円（３３．２％）増、

病院事業が２４億４３百万円（２．３％）増となっており、減少した主な事業は、下水道事業が８億

３３百万円（０．６％）減となっている。 

なお、地方公営企業決算規模を市町村普通会計の歳出決算額（１兆３，０９６億９９百万円）と比

較してみると、３１．４％に相当しており、市町村行財政運営の中でも極めて大きな位置を占めてい

るといえる。 

 

第２表 地方公営企業の決算規模の推移 

（単位：百万円、％）

通常分 震災分 通常分 震災分 通常分 震災分 通常分 震災分 (1) 通常分 震災分 通常分 通常分 通常分 通常分

83,197 75,370 7,827 83,010 74,503 8,507 75,452 71,121 4,331 74,944 69,196 5,748 75,449 73,232 2,217 18.3 ▲0.2 ▲1.2 ▲9.1 ▲4.5 ▲0.7 ▲2.7 0.7 5.8

260 260 0 333 333 0 70 70 　 87 87 0 90 90 0 0.0 28.1 28.1 ▲79.1 ▲79.1 25.3 25.3 2.8 2.8

4 4 0 4 4 0 4 4 0 4 4 0 4 4 0 0.0 ▲2.0 ▲2.0 3.3 3.3 2.1 2.1 0.6 0.6

33,368 33,368 0 34,597 34,597 0 31,790 31,790 0 32,023 32,023 0 33,642 33,642 0 8.2 3.7 3.7 ▲8.1 ▲8.1 0.7 0.7 5.1 5.1

- - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -

37,365 37,173 192 36,369 36,224 145 31,387 31,325 62 33,272 33,272 0 44,332 44,332 0 10.8 ▲2.7 ▲2.6 ▲13.7 ▲13.5 6.0 6.2 33.2 33.2

107,056 107,056 0 108,748 108,748 0 111,624 111,624 0 107,957 107,957 0 110,400 110,400 0 26.8 1.6 1.6 2.6 2.6 ▲3.3 ▲3.3 2.3 2.3

4,233 4,233 0 3,915 3,915 0 4,187 4,187 0 4,811 4,811 0 4,404 4,404 0 1.1 ▲7.5 ▲7.5 7.0 7.0 14.9 14.9 ▲8.5 ▲8.5

126 126 0 120 120 0 96 96 0 83 83 0 128 128 0 0.0 ▲4.2 ▲4.2 ▲20.1 ▲20.1 ▲13.5 ▲13.5 53.9 53.9

4,837 1,987 2,850 4,137 3,661 477 3,018 2,483 536 2,695 1,301 1,395 4,676 4,676 0 1.1 ▲14.5 84.2 ▲27.0 ▲32.2 ▲10.7 ▲47.6 73.5 259.6

148,599 107,417 41,182 150,591 110,997 39,594 139,046 106,183 32,862 137,245 107,455 29,790 136,412 99,825 36,587 33.1 1.3 3.3 ▲7.7 ▲4.3 ▲1.3 1.2 ▲0.6 ▲7.1

272 272 0 229 229 0 193 193 0 168 168 0 204 204 0 0.0 ▲16.0 ▲16.0 ▲15.7 ▲15.7 ▲13.1 ▲13.1 21.9 21.9

1,859 1,859 0 1,830 1,830 0 1,930 1,930 0 1,788 1,788 0 1,849 1,849 0 0.4 ▲1.5 ▲1.5 5.4 5.4 ▲7.3 ▲7.3 3.4 3.4

69 69 0 44 44 0 28 28 0 57 57 0 77 77 0 0.0 ▲35.6 ▲35.6 ▲36.5 ▲36.5 104.9 104.9 33.3 33.3

　　　計 A 421,244 369,193 52,051 423,928 375,205 48,723 398,825 361,034 37,790 395,135 358,202 36,933 411,668 372,864 38,805 100.0 0.6 1.6 ▲5.9 ▲3.8 ▲0.9 ▲0.8 4.2 4.1

普　通　会　計

歳　　出　　額
B 1,399,417 1,011,152 388,266 1,401,787 1,072,435 329,353 1,651,918 1,373,092 278,826 1,447,410 1,269,297 178,114 1,309,699 1,214,005 95,694 - 0.2 6.1 17.8 28.0 ▲12.4 ▲7.6 ▲9.5 ▲4.4

30.1 36.5 13.4 30.2 35.0 14.8 24.1 26.3 13.6 27.3 28.2 20.7 31.4 30.7 40.6 - - - - - - - - -

（注）１．決算規模は次の算式により算出している。

　　　　　法適用事業 : 総費用－減価償却費＋資本的支出　／　法非適用事業 : 総費用＋資本的支出＋積立金＋繰上充用金

　　　２．震災分は、東日本大震災に係る復旧事業、復興事業等における収益的支出及び資本的支出の額である。

　　　３．通常分は、総額から震災分を控除した額である。
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(3) 建設投資額及び財源 

 

ア 建設投資額 

 

令和４年度の市町村公営企業の建設投資額は９９８億４７百万円で、前年度に比べ３２億４８百

万円（３．４％）増加している。通常分の建設投資額は６１０億８６百万円で、前年度に比べ１１億

７９百万円（２．０％）増加している。 

これを事業別にみると、下水道事業が６２６億５７百万円で最も多く全体の６２．８％を占め、

以下、上水道事業が２５４億１３百万円で２５．５％、病院事業が４０億１２百万円で４．０％、

交通事業が３３億１１百万円で３．３％、ガス事業が２７億７８百万円で２．８％の順となって

おり、この５事業で全体の９８．４％を占めている。 

また、前年度に比べ建設投資額が増加した主な事業は、交通事業が７億５２百万円（２９．４％）

増、下水道事業が４４億４０百万円（７．６％）増となっており、減少した主な事業は、市場事業

が６億３４百万円（４６．３％）減、病院事業が１１億９百万円（２１．７％）減となっている。 

なお、建設投資額を市町村の普通会計における投資的経費（１，７０２億１１百万円）と比較し

てみると、５８．７％に相当しており、決算規模と同様に大きな位置を占めているといえる。 

 

第３表 地方公営企業の建設投資額の推移 

（単位：百万円、％） 

対

通常分 震災分 通常分 震災分 通常分 震災分 通常分 震災分 (1) 通常分 震災分 通常分 通常分 通常分 通常分

28,060 20,264 7,796 29,857 21,411 8,446 25,464 21,233 4,232 25,153 19,499 5,654 25,413 23,239 2,174 25.5 6.4 5.7 ▲14.7 ▲0.8 ▲1.2 ▲8.2 1.0 19.2

133 133 0 212 212 0 14 14 0 21 21 0 18 18 0 0.0 59.1 59.1 ▲93.4 ▲93.4 52.0 52.0 ▲15.6 ▲15.6

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0.0 - - - - - - - -

4,416 4,416 0 3,357 3,357 0 2,839 2,839 0 2,559 2,559 0 3,311 3,311 0 3.3 ▲24.0 ▲24.0 ▲15.4 ▲15.4 ▲9.9 ▲9.9 29.4 29.4

- - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -

2,994 2,802 192 3,298 3,153 145 2,886 2,824 62 3,069 3,069 0 2,778 2,778 0 2.8 10.2 12.5 ▲12.5 ▲10.4 6.4 8.7 ▲9.5 ▲9.5

5,369 5,369 0 4,386 4,386 0 5,067 5,067 0 5,121 5,121 0 4,012 4,012 0 4.0 ▲18.3 ▲18.3 15.5 15.5 1.1 1.1 ▲21.7 ▲21.7

831 831 0 522 522 0 822 822 0 1,368 1,368 0 734 734 0 0.7 ▲37.2 ▲37.2 57.5 57.5 66.5 66.5 ▲46.3 ▲46.3

10 10 0 15 15 0 5 5 0 3 3 0 7 7 0 0.0 57.3 57.3 ▲69.0 ▲69.0 ▲29.2 ▲29.2 110.8 110.8

2,852 8 2,844 1,323 1,056 267 901 890 10 1,054 ▲ 247 1,301 817 817 0 0.8 ▲53.6 13,798.3 ▲31.9 ▲15.7 17.0 - ▲22.5 -

66,305 26,406 39,899 67,093 29,134 37,958 57,697 25,158 32,539 58,217 28,480 29,737 62,657 26,070 36,587 62.8 1.2 10.3 ▲14.0 ▲13.6 0.9 13.2 7.6 ▲8.5

14 14 0 40 40 0 69 69 0 13 13 0 38 38 0 0.0 183.3 183.3 73.4 73.4 ▲81.8 ▲81.8 204.6 204.6

31 31 0 14 14 0 23 23 0 20 20 0 38 38 0 0.0 ▲55.8 ▲55.8 68.0 68.0 ▲13.1 ▲13.1 87.0 87.0

5 5 0 0 0 0 1 1 0 0 0 0 24 24 0 0.0 皆減 皆減 皆増 皆増 皆減 皆減 皆増 皆増

　　　計 A 111,019 60,288 50,732 110,116 63,300 46,816 95,787 58,945 36,843 96,599 59,907 36,692 99,847 61,086 38,761 100.0 ▲0.8 5.0 ▲13.0 ▲6.9 0.8 1.6 3.4 2.0
普 通 会 計

投資的経費 B 309,035 110,389 198,647 287,309 122,084 165,226 295,375 134,634 160,741 200,506 134,479 66,027 170,211 142,663 27,548 - ▲7.0 10.6 2.8 10.3 ▲32.1 ▲0.1 ▲15.1 6.1

35.9 54.6 25.5 38.3 51.8 28.3 32.4 43.8 22.9 48.2 44.5 55.6 58.7 42.8 140.7 - - - - - - - - -

（注）１．建設投資額とは、資本的収支の建設改良費である。

　　　２．震災分は、東日本大震災に係る復旧事業、復興事業等における資本的支出の額である。

　　　３．通常分は、総額から震災分を控除した額である。
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イ 財 源 

 

令和４年度の建設投資額に係る財源内訳をみると、その他損益勘定留保資金等の財源が３０６億

５百万円で最も多く全体の３０．７％を占め、以下、他会計からの繰入金が２９５億１０百万円で

２９．６％、企業債（前年度繰越分を含む。）が２６４億６１百万円で２６．５％、国・県補助金が

１３２億７０百万円で１３．３％の順となっている。 

また、企業債の資金内訳をみると、政府資金が１１９億８０百万円で最も多く全体の４５．３％

を占め、以下、地方公共団体金融機構資金が１００億９２百万円で３８．１％、その他資金（市中

銀行等）が４３億８９百万円で１６．６％の順となっている。 

 

第４表 建設投資の財源内訳 

（単位：百万円、％） 

区　分

事　業 政府資金 機構資金 その他 計

上 水 道 25,413 4,250 2,418 217 6,885 2,114 1,753 14,661 27.1 8.3 6.9 57.7

簡 易 水 道 18 7 0 0 7 4 0 7 36.0 24.2 0.0 39.8

工 業 用 水 道 0 0 0 0 0 0 0 0 0.0 0.0 0.0 0.0

交 通 3,311 0 7 2,756 2,763 6 513 29 83.5 0.2 15.5 0.9

電 気 - - - - - - - - - - - -

ガ ス 2,778 0 248 839 1,087 18 0 1,673 39.1 0.7 0.0 60.2

病 院 4,012 1,698 670 323 2,690 713 248 362 67.0 17.8 6.2 9.0

市 場 734 0 496 0 496 237 0 1 67.5 32.3 0.0 0.2

観 光 施 設 7 0 0 0 0 0 0 7 0.0 0.0 0.0 100.0

宅 地 造 成 817 0 0 235 235 53 89 441 28.7 6.5 10.8 54.0

下 水 道 62,657 6,026 6,235 20 12,281 10,122 26,892 13,362 19.6 16.2 42.9 21.3

駐 車 場 整 備 38 0 0 0 0 0 0 38 0.0 0.0 0.0 100.0

介護サービス 38 0 19 0 19 3 16 0 48.9 7.8 42.0 1.3

そ の 他 24 0 0 0 0 0 0 24 0.0 0.0 0.0 100.0

計 99,847 11,980 10,092 4,389 26,461 13,270 29,510 30,605 26.5 13.3 29.6 30.7

国 ・ 県
補助金

他会計
繰入金
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企　　　　業　　　　債
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(4) 企業債 

 

ア 企業債発行額  

 

令和４年度における市町村公営企業の企業債発行額は３９７億１７百万円で、前年度に比べ

７３億１１百万円（１５．５％）減少している。通常分の発行額は３９７億１５百万円で、前年度

に比べ７２億４２百万円（１５．４％）減少している。 

これを事業別にみると、下水道事業が２５１億９６百万円で最も多く全体の６３．４％を占め、

以下、上水道事業が６９億４５百万円で１７．５％、交通事業が２９億３３百万円で７．４％、病

院事業が２７億３３百万円で６．９％、ガス事業が１０億８７百万円で２．７％の順となっており、

この５事業で全体の９７．９％を占めている。 

また、前年度に比べ企業債発行額が増加した主な事業は交通事業が６億８３百万円（３０．４％）

増となっており、減少した主な事業は、下水道事業が６０億４８百万円（１９．４％）減、病院事

業が１２億７３百万円（３１．８％）減となっている。 

 

第５表 地方公営企業の企業債発行額の推移 

（単位：百万円、％）  

通常分 震災分 通常分 震災分 通常分 震災分 通常分 震災分 (1) 通常分 震災分 通常分 通常分 通常分 通常分

8,460 8,319 141 8,631 8,567 65 7,270 7,243 26 6,868 6,819 49 6,945 6,943 2 17.5 2.0 3.0 ▲15.8 ▲15.4 ▲5.5 ▲5.9 1.1 1.8

82 82 0 133 133 0 8 8 0 19 19 0 15 15 0 0.0 62.9 62.9 ▲93.7 ▲93.7 126.2 126.2 ▲21.1 ▲21.1

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0.0 - - - - - - - -

3,674 3,674 0 2,622 2,622 0 2,338 2,338 0 2,250 2,250 0 2,933 2,933 0 7.4 ▲28.6 ▲28.6 ▲10.8 ▲10.8 ▲3.8 ▲3.8 30.4 30.4

- - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -

1,500 1,500 0 1,061 1,061 0 1,068 1,068 0 1,045 1,045 0 1,087 1,087 0 2.7 ▲29.2 ▲29.2 0.6 0.6 ▲2.2 ▲2.2 4.0 4.0

4,420 4,420 0 3,090 3,090 0 4,020 4,020 0 4,006 4,006 0 2,733 2,733 0 6.9 ▲30.1 ▲30.1 30.1 30.1 ▲0.3 ▲0.3 ▲31.8 ▲31.8

709 709 0 478 478 0 778 778 0 1,129 1,129 0 502 502 0 1.3 ▲32.6 ▲32.6 62.7 62.7 45.2 45.2 ▲55.6 ▲55.6

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0.0 - - - - - - - -

1,115 459 657 421 421 0 126 126 0 468 468 0 289 289 0 0.7 ▲62.3 ▲8.3 ▲70.0 ▲70.0 269.9 269.9 ▲38.3 ▲38.3

30,758 30,610 148 31,421 31,286 135 29,595 29,515 80 31,244 31,221 23 25,196 25,196 0 63.4 2.2 2.2 ▲5.8 ▲5.7 5.6 5.8 ▲19.4 ▲19.3

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0.0 - - - - - - - -

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 19 19 0 0.0 - - - - - - 皆増 皆増

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0.0 - - - - - - - -

50,717 49,772 945 47,858 47,658 200 45,203 45,097 106 47,028 46,957 72 39,717 39,715 2 100.0 ▲5.6 ▲4.2 ▲5.5 ▲5.4 4.0 4.1 ▲15.5 ▲15.4

（注）１．企業債発行額は、資本的収入のうち企業債の額で収入済みの額である。

　　　２．震災分は、東日本大震災に係る復旧事業、復興事業における企業債発行額である。
　　　３．通常分は、総額から震災分を控除した額である。
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イ 企業債現在高 

 

令和４年度における企業債現在高は７，９９６億４６百万円で、前年度に比べ３５６億１百万円

（４．３％）減少している。 

これを事業別にみると、下水道事業が４，２８１億５７百万円で最も多く全体の５３．５％を占

め、以下、上水道事業が１，３４３億２３百万円で１６．８％、交通事業が１，２４０億８９百万

円で１５．５％、病院事業が７１７億７１百万円で９．０％、ガス事業が２７１億１１百万円で

３．４％の順となっており、この５事業で全体の９８．２％を占めている。 

また、企業債現在高を借入先別にみると、機構資金が３，１２３億４６百万円で全体の３９．１％

を占め、政府資金が３，０６３億７８百万円で３８．３％、その他が１，８０９億２１百万円で

２２．６％となっている。 

 

第６表 企業債事業別現在高及び借入先別現在高の推移 

（単位：百万円、％） 

H30 R1 R2 R3 R4 (2)-(1) ((3)/(1))

(1) (2) (3) ×100

上 水 道 152,725 16.4 149,399 16.6 144,754 16.7 139,568 16.7 134,323 16.8 ▲5,245 ▲3.8

簡 易 水 道 493 0.1 605 0.1 294 0.0 290 0.0 280 0.0 ▲10 ▲3.5

工業用 水道 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 -

交 通 134,230 14.4 129,054 14.4 128,627 14.8 126,688 14.8 124,089 15.5 ▲2,599 ▲2.1

電 気 - - - - - - - - - - - -

ガ ス 37,987 4.1 34,631 3.9 31,637 3.6 29,060 3.6 27,111 3.4 ▲1,949 ▲6.7

病 院 86,872 9.3 83,049 9.3 80,481 9.3 76,159 9.3 71,771 9.0 ▲4,388 ▲5.8

市 場 13,101 1.4 12,604 1.4 12,417 1.4 12,485 1.4 12,009 1.5 ▲476 ▲3.8

観 光 施 設 35 0.0 33 0.0 31 0.0 30 0.0 28 0.0 ▲2 ▲5.8

宅 地 造 成 3,850 0.4 2,312 0.3 2,081 0.2 1,570 0.2 793 0.1 ▲778 ▲49.5

下 水 道 501,257 53.8 484,306 54.0 465,517 53.7 448,149 53.7 428,157 53.5 ▲19,992 ▲4.5

駐車場 整備 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 -

介護サービス 1,763 0.2 1,595 0.2 1,423 0.2 1,247 0.2 1,086 0.1 ▲161 ▲12.9

そ の 他 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 -

計 932,313 100.0 897,588 100.0 867,263 100.0 835,246 100.0 799,646 100.0 ▲35,601 ▲4.3

政 府 416,618 44.7 386,322 43.0 356,298 41.1 328,719 41.1 306,378 38.3 ▲22,341 ▲6.8

機 構 338,314 36.3 335,560 37.4 331,832 38.3 324,166 38.3 312,346 39.1 ▲11,820 ▲3.6

そ の 他 177,382 19.0 175,706 19.6 179,134 20.7 182,361 20.7 180,921 22.6 ▲1,439 ▲0.8

計 932,313 100.0 897,588 100.0 867,263 100.0 835,246 100.0 799,646 100.0 ▲35,601 ▲4.3
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ウ 企業債元利償還金 

 

令和４年度における企業債元利償還金は８８６億６０百万円で、前年度に比べ４６億８７百万円

（５．０％）減少している。 

これを事業別にみると、下水道事業が５０８億１百万円で最も多く全体の５７．３％を占め、以

下、上水道事業が１３９億６５百万円で１５．８％、交通事業が１０６億３２百万円で１２．０％、

病院事業が８０億９２百万円で９．１％、ガス事業が３３億４４百万円で３．８％の順となってお

り、この５事業で全体の９７．９％を占めている。 

また、前年度に比べ企業債元利償還金が増加した主な事業は、交通事業が３億９９百万円

（３．９％）増となっており、減少した主な事業は、下水道事業が４０億７９百万円（７．４％）

減となっている。 

 

第７表 企業債元利償還金の推移 

（単位：百万円、％） 

H30 R1 R2 R3 R4 (2)-(1) ((3)/(1))

(1) (2) (3) ×100

上 水 道 14,680 14.9 14,388 14.7 14,347 15.2 14,122 15.2 13,965 15.8 ▲157 ▲1.1

簡 易 水 道 35 0.0 38 0.0 25 0.0 25 0.0 27 0.0 2 6.2

工業用 水道 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 -

交 通 9,519 9.6 9,477 9.7 9,900 10.5 10,233 10.5 10,632 12.0 399 3.9

電 気 - - - - - - - - - - - -

ガ ス 5,225 5.3 4,938 5.0 4,498 4.8 3,986 4.8 3,344 3.8 ▲642 ▲16.1

病 院 9,087 9.2 9,023 9.2 8,359 8.9 8,394 8.9 8,092 9.1 ▲302 ▲3.6

市 場 1,163 1.2 1,116 1.1 1,118 1.2 1,172 1.2 1,084 1.2 ▲88 ▲7.5

観 光 施 設 2 0.0 2 0.0 2 0.0 2 0.0 2 0.0 0 0.0

宅 地 造 成 1,664 1.7 1,962 2.0 361 0.4 325 0.4 505 0.6 180 55.5

下 水 道 57,104 57.9 56,834 58.0 55,401 58.8 54,880 58.8 50,801 57.3 ▲4,079 ▲7.4

駐車場 整備 22 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 -

介護サービス 207 0.2 207 0.2 207 0.2 207 0.2 207 0.2 ▲0 0.0

そ の 他 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 -

計 98,707 100.0 97,986 100.0 94,217 100.0 93,347 100.0 88,660 100.0 ▲4,687 ▲5.0

元 金 83,348 84.4 84,080 85.8 81,756 86.8 82,267 86.8 78,827 88.9 ▲3,440 ▲4.2

利 息 15,359 15.6 13,906 14.2 12,461 13.2 11,080 13.2 9,832 11.1 ▲1,247 ▲11.3

計 98,707 100.0 97,986 100.0 94,217 100.0 93,347 100.0 88,660 100.0 ▲4,687 ▲5.0
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(5) 他会計繰入金  

 

令和４年度における他会計からの市町村公営企業に対する繰入金は８４５億１５百万円で、前年度

に比べ３３億８７百万円（４．２％）増加している。通常分の他会計繰入金は５７３億５８百万円で、

前年度に比べ２４億５１百万円（４．1％）減少している。 

この内訳をみると、収益的収入への繰入金が４１５億７百万円で繰入率（収益的収入に占める割合）

は１２．３％、資本的収入への繰入金が４３０億９百万円で繰入率（資本的収入に占める割合）は

４３．６％となっている。 

これを事業別にみると、下水道事業が５４１億７０百万円で最も多く全体の６４．１％を占め、以

下、病院事業が１９５億６３百万円で２３．１％、交通事業が４４億４０百万円で５．３％の順とな

っており、この３事業で全体の９２．５％を占めている。 

また、前年度に比べ繰入額が増加した主な事業は、下水道事業が４５億６２百万円（９．２％）増

となっており、減少した主な事業は、上水道事業が８億３０百万円（１７．９％）減となっている。 

  

第８表 地方公営企業への他会計繰入金の状況 

（単位：百万円、％） 

年　　度 　  対前年度比較

収益的収入 資本的収入 収益的収入 資本的収入
((7)/(3))

への繰入金 への繰入金 への繰入金 への繰入金 ×100 (1) ／ (2) ／ (4)／ (5)／

事　　業 (1) (2) (3) (4) (5) (6) (7) 収益的収入 資本的収入 収益的収入 資本的収入

上 水 道 1,530 3,109 4,639 3,568 1,336 2,474 3,809 3,116 4.5 ▲ 830 ▲ 17.9 2.8 16.7 2.1 19.5

簡 易 水 道 2 34 36 36 1 39 41 41 0.0 5 12.5 6.8 60.5 4.8 66.8

工 業 用 水 道 0 0 0 0 0 0 0 0 0.0 0 - 0.0 0.0 0.0 0.0

交 通 3,863 808 4,670 4,670 3,758 682 4,440 4,440 5.3 ▲ 230 ▲ 4.9 14.1 29.4 12.8 18.8

電 気 - - - - - - - - - - - - - - -

ガ ス 134 27 162 162 98 60 157 157 0.2 ▲ 4 ▲ 2.6 0.5 2.8 0.2 5.0

病 院 13,929 6,188 20,117 20,117 13,382 6,182 19,563 19,563 23.1 ▲ 554 ▲ 2.8 13.8 54.4 12.5 62.6

市 場 680 468 1,148 1,148 867 411 1,278 1,278 1.5 130 11.4 24.5 35.8 26.8 35.7

観 光 施 設 9 0 9 9 23 0 23 23 0.0 14 167.3 16.4 0.0 16.5 0.0

宅 地 造 成 148 153 301 301 15 577 592 592 0.7 291 96.6 29.3 80.1 0.5 31.7

下 水 道 22,262 27,346 49,608 29,360 21,789 32,381 54,170 27,706 64.1 4,562 9.2 28.5 51.1 26.6 47.6

駐 車 場 整 備 1 0 1 1 1 0 1 1 0.0 0 0.0 0.4 0.0 0.4 0.0

介護サービス 203 197 400 400 200 203 404 404 0.5 3 0.8 11.3 93.6 12.4 90.5

そ の 他 38 0 38 38 37 0 37 37 0.0 ▲ 0 ▲ 1.1 39.5 37.6 67.2 0.0

計 42,798 38,331 81,128 59,809 41,507 43,009 84,515 57,358 100.0 3,387 4.2 14.4 43.7 12.3 43.6

R4 繰　　　入　　　率

計 計 (6)の
構成比

(6)-(3)
R3 R4

うち通常分 うち通常分

R3

 
 

61,237 60,313 62,613 59,809 57,358

0

20,000

40,000

60,000

80,000

H30 R1 R2 R3 R4

（百万円）

（年度）

他会計繰入金の推移（通常分）

その他

下水道事業

病院事業

交通事業

水道事業

（注）「水道事業」＝「上水道事業」＋「簡易水道事業」
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(6) 料金改定の状況 

 

令和４年度中に料金改定を実施した事業はない。 

また、料金単価の供給原価に対する割合をみると、法適用のガス事業と下水道事業で１０１．６％

となっており、料金単価が供給原価を上回っているが、これら以外の事業では料金単価が供給原価を

下回る状況となっている。 

 

第９表 料金改定の状況 

（単位：事業、％） 

年　度

区　分 事業数
左のうち
料金改定
事業数

事業数
左のうち
料金改定
事業数

事　業 (1) （施設数）(2) (3) （施設数） (4)

34 2 5.9 34 0 0.0

1 0 0.0 1 0 0.0

1 0 0.0 1 0 0.0

1 0 0.0 1 0 0.0

2 0 0.0 2 0 0.0

55 0 0.0 60 0 0.0

1 0 0.0 1 0 0.0

9 0 0.0 9 0 0.0

27 0 0.0 22 0 0.0

5 0 0.0 5 0 0.0

ガ ス

下 水 道

法
　
適
　
用
　
企
　
業

R4R3

((2)/(1))
×100

((4)/(3))
×100

交
 

通

水 道

工 業 用 水 道

自 動 車 運 送

都 市 高 速 鉄 道

簡 易 水 道

市 場

下 水 道

駐 車 場

（注）１　下水道の事業数には特定公共下水道を含まない。
　　　２　市場及び駐車場の事業数は施設数である。

法
非
適
用
企
業

 

第１０表 料金単価と供給原価の状況 

（単位：円、％）  

区　分
(1) (2)

事　業
年　度 R3 R4 R3 R4 R3 R4

226.40 227.60 238.71 244.62 94.8 93.0

164.49 161.67 185.18 185.82 88.8 87.0

681.31 722.71 750.87 763.66 90.7 94.6

1,489.07 1,573.07 1,718.96 1,702.81 86.6 92.4

105.80 144.83 100.19 142.60 105.6 101.6

154.50 154.89 155.13 152.49 99.6 101.6

149.72 189.50 379.35 415.44 39.5 45.6

149.18 157.90 194.12 209.57 76.9 75.3

交
 

通

料金単価 供給原価
備　　考

((1)/(2))
×100

自 動 車 運 送

都 市 高 速 鉄 道

簡 易 水 道

下 水 道

法
非
適
用

法
　
適
　
用

水 道

工 業 用 水 道

下 水 道

ガ ス

車両走行1km当たり

給水量1㎥当たり

有収水量1㎥当たり

有収水量1㎥当たり

有収水量1㎥当たり

有収水量1㎥当たり

標準熱量（41.8605MJ/㎥）に
換算した1㎥当たり

車両走行1km当たり
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